
日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   評価  

①未適用事業所の適用の促進  ア未適用事業所の確実な把握  
ア公共職業安定所や地方運輸局等  
が保有する社会保険加入状況等の情  
報を収集・活用し、未適用事業所の効  
率的かつ‘的確な把握に努める。  者等の社会保険加入状況等の情報等を活  
イ未適用事業所の加入勧奨等の適  
用促準業務について、外部蚕琵により  
効率的に行う。  

ウ加入指導から立入検査及び職権  
適用に至る実施手順、判断基準を定  
める。  

エウによる手順一基準に基づき、外部  
委託先と連携しつつ、呼出や訪問等に  
よる重点的な加入指導を実施する。  平成草1年12月末までに民間委託による  
オウによる手順・基準に基づき、加入  
指導後に届出を行わない事業所に対  
して、立入検査の上、職権適用を着実  
に実施する。  を実施し、着実に適用へと結びつける。  

また、重点的加入指導を3回実施しても加  
入の見込みがない事業所については、職  
権による適用を実施する。  

力未適用事業所につし＼て、システム  
による的確な管理を実施する。  

ア 適用事業所の事業主に対する適  事務所が平成21年6月に策定した計画や  加入指導実施事業所数及び立入検査  
正な届出の才旨導を実施する。   車成21年12月までの取組状況を踏まえ、  数について、平成22年1月から3月ま  

の自己評価  

イ．事業所の業種や被保険者の特性  以下の事項について3か月間の目標を適  での問の目標を適正た設定し、進捗  厚生労働省  
を踏まえて、重点的な事業所調査を実  管理を徹底したか。  の評価   
施する。  ・重点加入指導実施事業所数  

ウ遡及して提出された資格喪失届、  
標準報酬月額変更届や全喪届につい  

②事業主からの適正な届出の促進  （∋各年金事務所においては、各社会保険  ②各年金事務所においては、重点的  日本年金機構  
て、事実関係の確認を徹底する。   



亡  

日本年金機構中期目標 日不年金機構中期計画  平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

（2）保険料等収納事務に関  2．保険料等収納事務に関する事項   

する事項 
○国民年金制度への理解   （1）国民年金の納付率の向上   （1）国良年金の納付率の向上   

と信頼を深め、保険料の納  以下の取組により、国民年金保険料  ①国民年金保険料の納付率の向上に申け  ①国民年金保険料の現年度納付率  厚生労働省  
付率の低下傾向に歯止めを  の最終納付率について、中期目標期  て、年金記録問題への対応状況を踏まえ  こついて、平成21年度は特に現年度  の評価   
かけここれを回復させるよう  間中、各年度の現年度納付率から4  つつ、平成21年度は特に以下の点につい  のみ未納者人の納付督励、口座振替   
努めること。また、厚生年金  ～5ポイント程度の伸び幅を確保する  て重点的に取り組み、現年度納付率につ  勧奨DMの送付等に重点的に取り組む   
保険等の保険料について、  ことを目指す。   いては、平成21年12■月末時点の納付率か  ことにより、平成21年12月末時点の   

未適用事業所の適用を進め  また、現年度分保険料について、当面  ら平成22年3月末までの間において、1ポイ  納付率から平成22年3月末までの間  
つつ、収納の確保を図るこ  
と。その際、市町村や公共  率の伸びを確保したか。  

職業安定所等との効果的な  

日本年金機構  

連携に努めること。   だけ早い時期に、平成21年度の納付  
実績を上回り、その後、更なる改善を  
目指す。  

ア効果的かつ効率的な納付督励の  
実施、強制徴収の厳正な執行、免除  
又は猶予制度の利用促進等、未納者  
属性に応じて、外部委託も活用した効  
果的な収納対策を進める。当該取組  
にあたっては、毎事業年度（平成21年  
度を除く。）、取組に係る数値目標や具  
体的なスケジュールを定めた行動計  

画を機構全体及び各年金事務所ごと  
に策定し、当該計画に基づき効果的■  

効率的に実施する。  

イ保険料の納付督励業務及び免除  
等勧奨業務について、要求水準を明  
確にして外部委託を行うとともに、適  
切な進捗管理を実施する。   施する。   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画 ●   平成21年摩計画   平成21年度における評価の視点   評価  

ウ強制徴収については、関係法令に  
基づき、適切に実施するとともに、徴  
収が困難な事案については、ブロック  
本部と年金事務所の連携を密にして、  
早期に滞納の解消を図り、保険料収  
入の確保に努める。さらに、必要に応  
じ、国税庁に委任する仕組みを適切に  
活用する。  

エロ座振替の勧奨及び広報を実施  
し、口座振替の促進を図る。口座振替  
実施率について、中期目標期間中、毎  
年度の口座振替実施率が前年度の当  
該率と同等以上の水準を確保すること  

を目指す。  

オコンビニエンスストア、インターネッ  
トバンキング及びクレジットカードによ  

る保険料納付を周知しこその利用促進  

を図る。これらの納付件数について、  
中期目標期間中、毎年度の合計数が  
前年度の当該件数以上の水準を確保  
することを目指す。  

カ所得情報の取得や周知等に係る  
協力等、市町村や各種団体と連携・協  
力して取組を進める。   

②各年金事務所においては、各社会保険  
事務所が平成21年6月に策定した計画や 平成21年12月までの取組状況を踏まえ 

、   

「納期限内納付月数」及び「督励納付月数」  

について、3か月間の目標を適切に設定  の評価  
し、進捗管理を徹底する。   

一■■一■－－■－■－－－－－－－－－■一t－－－－－－一一－－－－－－■－－－  



√l  

日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画  平成21年度計画   平成21年度における評価の視点  評価   

保険料について、未適用事  険等の徴収対策の推進   の徴収対策の推進   険等の徴収対策の推進   

業所の適用を進めつつ、収  厚生年金保険等の保険料等につい  ①厚生年金保険等■の収納確保に向けて、  ①厚生年金保険等の収納確保に向   
の自己評価  

納の確保を図ること。その  て、未適用事業所の適用を進めつつ、  年金記録問題への対応状況を踏まえつ  ナて、年金記録問題への対応状況を  厚生労働省  
際市町村や公共職業安定  以下の取組l±より、確実に保険料収  つ、平成21年度は特に以下の点について  踏まえつつ、平成21年度は特に口座  の評価  ヽ  
所等との効果的な連携に努  入を確保するとともに、保険料等を滞  重点的に取り組む。  振替の推進、滞納事業所に対する納  
めること。（再掲））   納する事業主又は船舶所有者に対す  付指導や滞納処分の実施に重点的に  

る納付の督促及び滞納処分等を確実  取り組んだか。  

に実施する。  

アロ座振替の推進  

保険料の納め忘れの防止や納付手続きの  

ロ     ．＼＝コ    （また、厚生年金保険等の二‘  （2）厚生年金保険・健康保険t船員保  （2）厚生年金保険・健康保険・船員保険等  （2）厚生年金保険・健康保険・船員保  日本年金機構  
簡素化を図るため、口座振替による保険料  
納付の推進を図る。  

年度の口座振替実施率が前年度の当  
該率と同等以上の水準を確保すること  

を目指す。  

イ滞納事業所に対する納付指導及び滞  
納処分  

滞納事業所に対しては、速やかに保険料  
の納付督励を行い、確実な徴収と滞納の  
長期化の防止を図る。  
なお、現下の厳しい経済情勢を踏まえ、滞  
納事業所から納付が困難である旨の申出  

実に実施する。  があった場合には、事業所の経営状況や  
将来の見通しなどを丁寧に聞き取ったうえ  

で、きめ細やかな納付指導を行う。  

ウ強制徴収については、関係法令に  
基づき、適切に実施するとともに、徴  
収が困難な事案については、ブロック  
本部と年金事務所の連携を密にして、  
早期に滞納の解消を図り、保険料収  
入の確保に努める。さらに、必要に応  
じ、国税庁に委任する仕組みを適切に  
活用する。  

②各年金事務所においては、各社会保険  
事務所が平成21年6月に策定した計画や  日本年金機構  

平成21年12月までの取組状況を踏まえ、   の自己評価  

以下の事項について3か月間の目標を適  
正に設定し、進捗管理を徹底する。  捗管理を徹底したか。   
・収納率及び滞納事業所解消数  

の評価  

・口座振替実施率   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   評価   

（3）給付事務に関する事項  3．給付事務に関する事項   3．給付事務に関する事項   3．給付事務に関する事項  
○ 給付事務について所要  ①以下の取組により、年金給付の迅  ①迅速な決定   ① サービススタンダードの達成状況   

日数や正確性に関する目標  速な決定及び正確な支給に努める。  ア「サービススタンダード」の達成状況を  を把握し、問題点については改善のた   
を定め、当該目標の達成に  ア請求書を受け付けてから年金証書  把握し、問題点については改善のための  めの対策を徹底する等迅速な決定を   
向け、年金給付の迅速な決  行ったか。  
定及び正確な支給に努める  

こと。   要日数（請求者に対する不備返戻、医  
師照会、実地調査及び市町村からの  
回付に要した日数を除く。）での当該  
目標の達成に向けて、迅速な決定に  
努めるとともに、問題点を分析し、取組  
の改善を図る。中期目標期間中、毎年  
度の達成率が前年度の当該率と同等  
以上の水準を確保するとともに、設定  
した各サービススタンダードについて、  
最終年度■においては当該達成率を9  

0％以上とすることを目指す。  

＜サービススタンダード＞  

・老齢基礎■老齢厚生年金、遺族基  
礎・遺族厚生年金：2か月以内（加入  

状況の再確認を要しない方は、1か月  
以内）  

・障害基礎年金：3か月以内  

・障害厚生年金：3か月半以内   

イ障害年金に？いて、事務処理の標準  
化、効率化及び迅速化を図る観点から、事  
務処理方法等の見直しを検討し、年金裁  
定の処理日数の短縮を図る。  

②適正な届出の周知  

新規裁定者全員に対するパンフレ心トの送 付や60歳を超える就労者が多い事業所に  ②新規裁定者全員に対するパンフ レットの送付や60歳を超える就労者 が多い事業所に対する適正な届出の  日本年金機構 の自己評価  

対する適正な届出の指導等を行う。   指導等を行ったか。   
厚生労働省  

の評価  




